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(57) ADStract: This resist pattern forming method comprises: a step for coat
ing a substrate with a chemically amplified resist; a subsequent step for form

レジスト塗布 S 1
ing a latent image o f a pattern by exposing the resist film on the substrate; a
subsequent step for irradiating the exposed resist film selectively with in
frared light fi m a first heating source having a wavelength o f 2.0-6.0 µπι a
subsequent step for heating the substrate by means o f a second heating source
that i s different ：from the first heating source for the purpose o f diffusing an

PAB S2
acid that i s produced in the resist film by exposure; and a subsequent step for
forming a pattern o f the resist iilm by supplying a developer liquid to the sub
strate. Consequently, roughening o f side walls o f the resist pattern can b e
suppressed.

S3露光 (57) 要約： レジス トパ ター ン形成方法 は、基板 に化学増幅型
の レジス トを塗布す る工程 と、その後 に前記基板 上の レジス
ト膜 を露光 してパ ター ンの潜像 を形成す る工程 と、その後 に
露光後の レジス ト膜 に、第 1 の加熱源か ら波長が 2 . 0 µ

6 . 0 の赤外線 を選択的に照射す る工程 と、その後 に露光
赤外線照射 . PEB S4 によ リ生 じた レジス ト膜 中の酸 を拡散 させ るため に、前記第

の加熱源 とは異な る第 2 の加 熱源 に よ り、前記基板 を加熱
す る工程 と、その後 に、基板 に現像 液 を供給 して前記 レジス
ト膜 にパ ター ンを形成す る工程 と、 を備 える。 これ に よ り、
レジス トパ ター ンの側壁の荒れ を抑 えることできる。

現像 S5

S 1 Resist coating
5 3 Exposure
5 4 Infrared light irradiation, PEB
5 5 Development
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明 細 書

発明の名称 ：

レジス トパター ン形成方法、塗布、現像装置及び記憶媒体

技術分野

[0001 ] 本発 明は、基板 に レジス 卜塗布 を行い、その基板 を現像する レジス 卜パタ

—ン形成方法、塗布、現像装置、及び当該装置 に用い られるコンピュータプ

ログラムを格納 した記憶媒体 に関する。

背景技術

[0002] 半導体デバイスや L C D 基板等の製造 プロセスにおいては、基板例 えば半

導体 ウェハ （以下 「ウェハ」 という）表面 に レジス 卜膜 を形成 して露光 した

後、現像処理 を行 うことによ り、前記 レジス 卜膜のパターンマスクを形成す

ることが行われている。 しか し、 このパターンマスクにおける レジス 卜パタ

- ンの側壁 には荒れが存在 してお り、それによつてパターンの線幅 にバ ラッ

キが生 じている。後の工程でエ ッチング処理 を行 うときに、 この荒れ具合が

大 きいと、 レジス 卜膜の下層の膜 におけるパターン線幅 に悪影響 を及ぼすお

それがある。

[0003] また、前記露光 を行 う露光装置では、微細なパター ン を形成するために波

長が比較的短い極端紫外光 （E U V ：ext reme u l t rav i o let) を用いることが

検討 されている。 この E U V は、それまで当該露光装置 に用い られていた A

r F ( フ ッ化 アル ゴン）エキシマ レ一ザ一な どに比べて減衰 が起 こりやすい

。そのため、露光エネルギーが低 くても高い解像度で レジス 卜パターンを形

成する手法が求め られている。

[0004] 特許文献 1 には、赤外線 を放射する加熱 ランプを備 え、熱板 に載置前の露

光後のウェハの半面 に赤外線 を照射 し、 ウェハの面内に温度分布 を形成する

加熱装置 について記載 されている。 また、特許文献 2 にはシ リ コ ン であるゥ

ェハ を加熱するために波長 0 . 8 5 m 〜 1 斗 m の範囲の波長の赤外線 を照

射 して P E B を行 う加熱装置 について記載 されている。 しか し、 これ ら特許



文献 1 、 2 は、上記の問題を解決できるものではない。

先行技術文献

特許文献

[0005] 特許文献1 ：特開 2 0 0 8 _ 1 7 7 3 0 0 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 1 1 _ 1 6 5 6 9 3 号公報

発明の概要

[0006] 本発明の目的は、レジス 卜パターンの側壁の荒れを抑える技術を提供する

ことである。

[0007] 本発明の好適な一実施形態に係るレジス 卜パターン形成方法は、基板に化

学増幅型のレジス 卜を塗布する工程と、前記レジス 卜を塗布する工程の後に

、前記基板上に形成されたレジス 卜膜を露光してパターンの潜像を形成する

工程と、前記レジス 卜膜を露光する工程の後に、前記レジス 卜膜に、第 1 の

加熱源から波長が 2 . 0 m 〜 6 . 0 m の赤外線を選択的に照射する工程

と、前記赤外線をレジス 卜膜に照射する工程の後に、露光により生じたレジ

ス ト膜中の酸を拡散させるために、前記第 1 の加熱源とは異なる第 2 の加熱

源により、前記基板を加熱する工程と、前記基板を加熱する工程の後に、基

板に現像液を供給して前記レジス 卜膜にパターンを形成する工程と、を備え

たことを特徴とする。

[0008] 本発明の他の好適な一実施形態に係るレジス 卜パターン形成方法は、基板

にレジス 卜を塗布する工程と、前記レジス 卜を塗布する工程の後に、前記基

板上に形成されたレジス 卜膜に、第 1 の加熱源から波長が 2 . 0 m 〜 6 .

0 m の赤外線を選択的に照射するとともに、前記レジス 卜膜を乾燥させる

ために、前記第 1 の加熱源とは異なる第 2 の加熱源により、前記赤外線が照

射されている基板を加熱する工程と、前記基板に赤外線を照射するとともに

前記赤外線が照射されている基板を加熱する工程の後に、前記基板上のレジ

ス 卜膜を露光してパターンの潜像を形成する工程と、前記レジス 卜膜を露光

する工程の後に、露光後の基板を加熱する工程と、前記露光後の基板を加熱

する工程の後に、基板に現像液を供給して前記レジス 卜膜にパターンを形成



する工程と、を備えたことを特徴とする。

[0009] 露光後の化学増幅型のレジス 卜膜に第 1 の加熱源から波長が 2 . O m 〜

6 . 0 mの赤外線を選択的に照射 し、続いて第 2 の加熱源により加熱する

ことにより、後の評価試験で示すように、 レジス 卜パターンの側壁の荒れが

抑えられる。そ して、パターンを解像するために、露光領域に供給する露光

エネルギーを低減化させることができる。これは、上記の波長の赤外線によ

り、露光により発生 した酸がレジス 卜膜内を流動 したことによると考えられ

る。

また、露光前のレジス 卜膜に第 1 の加熱源から波長が 2 . 0 m 〜 6 . 0

mの赤外線を選択的に照射 しているときに、第 2 の加熱源により基板を加

熱 して、 レジス 卜膜を乾燥させることによって、後の評価試験で示すように

、 レジス 卜パターンの側壁の荒れが抑えられる。これは、上記の波長の赤外

線により、第 2 の加熱源に起因するレジス 卜膜の温度分布のばらつきが抑え

られ、 レジス 卜の粒子の凝集が防がれたためであると考えられる。

図面の簡単な説明

[001 0] [ 図1]本発明の塗布、現像方法を行う塗布、現像装置の平面図である。

[ 図2]前記塗布、現像装置の概略斜視図である。

[ 図3]前記塗布、現像装置の概略縦断側面図である。

[ 図4]前記塗布、現像装置に設けられる加熱モジュールの縦断側面図である。

[ 図5]前記加熱モジュールの横断平面図である。

[ 図6] 第 1 の実施形態に係るウェハの処理のフロー図である。

[ 図7] レジス 卜膜の状態を示す模式図である。

[ 図8] レジス 卜膜の状態を示す模式図である。

[ 図9] レジス 卜膜の状態を示す模式図である。

[ 図10] レジス 卜膜の状態を示す模式図である。

[ 図11] レジス 卜膜の状態を示す模式図である。

[ 図12] レジス 卜膜の状態を示す模式図である。

[ 図13] 赤外線を照射 しない場合のレジス 卜膜の状態を示す模式図である。



[ 図 14] 赤外線 を照射 しない場合の レジス 卜膜の状態 を示す模式図である。

[ 図 15 ] 加熱 モジュールの作用図である。

[ 図 16 ] 加熱 モジュールの作用図である。

[ 図 17 ] 加熱 モジュールの作用図である。

[ 図 18 ] 第 2 の実施形態 に係 るウェハの処理のフロー図である。

[ 図 19 ] 赤外線 を照射 しない場合の レジス 卜膜の状態 を示す模式図である。

[ 図20] 赤外線 を照射 しない場合の レジス 卜パターンの模式図である。

[ 図2 1 ] レジス 卜膜の状態 を示す模式図である。

[ 図22] レジス 卜パターンの模式図である。

[ 図23] 対照試験 によ り形成 された レジス 卜パターンの模式図である。

[ 図24] 評価試験 によ り形成 された レジス 卜パターンの模式図である。

[ 図25] 評価試験 によ り形成 された レジス 卜パターンの模式図である。

[ 図26 ] 評価試験 によ り形成 された レジス 卜パターンの模式図である。

[ 図27] 評価試験の結果 を示すグラフである。

[ 図28] 評価試験の結果 を示すグラフである。

発明を実施するための形態

(第 1 の実施形態）

本発明の第 1 の実施形態 に係 る レジス 卜パターン形成方法 を実行するため

の、塗布、現像装置 1 について説明する。図 1 、図 2 、図 3 は、夫々当該塗

布、現像装置 1 の平面図、斜視図、概略縦断側面図である。 この塗布、現像

装置 1 は、 キャ リアプロック D 1 と、処理 プロック D 2 と、 インタ一フェイ

スプロック D 3 と、 を直線状 に接続 して構成 されている。 インタ一フェイス

プロック D 3 にはさ らに露光装置 D 4 が接続 されている。以降の説明では、

プロック D 1 〜 D 3 の配列方向 （図 1 中 Y 方向）を前後方向 とする。 キヤ リ

ァプロック D 1 は、 ウェハW を複数枚含むキヤ リァ C を塗布、現像装置 1 に

搬入出する役割 を有 し、 キャ リア C の載置台 1 1 と、開閉部 1 2 と、開閉部

2 を介 してキャ リア C か らウェハW を搬送するための移載機構 1 3 とを備

えている。



[001 2] 処理 プロック D 2 は、 ウェハW に液処理 を行 う第 1 〜第 6 の単位 プロック

E 1 〜 E 6 が、下か ら順 に積層 されて構成 されている。説明の便宜上 ウェハ

W に下層側 の反射防止膜 を形成 する処理 を 「B C T 」、 ウェハW に レジス 卜

膜 を形成 する処理 を 「C 〇 T 」、露光後 の ウェハW に レジス 卜パ ター ンを形

成 するための処理 を 「D E V 」 と夫 々表現 する場合 がある。 この例 では、 図

2 に示すように下か らB C T 層、 C O T 層、 D E V 層が 2 層ずつ積み上 げ ら

れている。 同 じ単位 プロックにおいて互 いに並行 して ウェハW の搬送及び処

理 が行われる。

[001 3] ここでは単位 プロックの うち、代表 して単位 プロック E 5 を、 図 1 を参照

しなが ら説明する。 キヤ リァプロック D 1 か らィンタ一 フェイス プロック D

3 へ向か う搬送領域 1 4 の左右の一方側 には棚 ュニ ッ 卜U が設 け られている

。 この棚 ユニ ッ トU は、例 えば上下 に 2 段 に積層 された加熱 モジュールの積

層体 を、前後方向に 6 つ配列 して構成 されている。前記加熱 モジュールの う

ち、 P E B (Post Exposure Bake) と呼ばれる露光後、現像前 の ウェハW に

対する加熱処理 を行 う加熱 モジュール を 2 、現像後 の ウェハW の加熱処理 を

行 う加熱 モジュール を 2 0 で示 している。加熱 モジュール 2 の構成 について

は後述する。加熱 モジュール 2 0 は、後述の赤外線 ランプ及び フィル タが設

け られない ことを除いて、加熱 モジュール 2 と略同様 に構成 される。

[0014] 前記搬送領域 1 4 の左右の他方側 には、現像 モジュール 3 が前後方向に 2

つ配列 されて設 け られている。各現像 モジュール 3 は、前後方向に配列 され

たカ ップ 3 1 、 3 1 を備 えてお り、 カ ップ 3 1 内のチ ャック 3 2 にウェハW

が載置 される。 カ ップ 3 1 、 3 1 間 を図示 しない ノズルが移動 し、 ノズルか

ら各 カ ップ 3 1 内の ウェハW表面 に現像液 を供給 して、 ウェハW表面の レジ

ス 卜膜 の現像 が行われる。

[001 5] 前記搬送領域 1 4 には、 ウェハW の搬送機構 である搬送 ァ一厶 F 5 が設 け ら

れている。搬送 ァ一厶 F 5 は、 カ ップ 3 1 と、加熱 モジュール 2 と、後述の

タワー T 1 、 T 2 において単位 プロック E 5 の高 さに設 け られる受 け渡 しモ

ジュール T R S との間で ウェハW を受 け渡 す ことがで きる。



[001 6 ] 単 位 プ ロ ッ ク E 6 は 、 単 位 プ ロ ッ ク E 5 と 同 様 の 構 成 で あ る。 単 位 プ ロ ッ

ク E 1 、 E 2 は 、 現 像 モ ジ ュ ー ル 3 の 代 わ り に 反 射 防 止 膜 形 成 モ ジ ュ ー ル が

設 け られ る こ と、 棚 ュ ニ ッ 卜U の 加 熱 モ ジ ュ ー ル が 全 て 加 熱 モ ジ ュ ー ル 2 0

に よ り構 成 さ れ る こ と、 を 除 い て 単 位 プ ロ ッ ク E 5 と 同 様 の 構 成 で あ る。 反

射 防 止 膜 形 成 モ ジ ュ ー ル に つ い て は 、 ノ ズ ル か ら現 像 液 の 代 わ り に 反 射 防 止

膜 形 成 用 の 薬 液 が 供 給 さ れ る こ と を 除 い て 、 現 像 モ ジ ュ ー ル 3 と 同 様 の 構 成

で あ る。

[001 7 ] 単 位 プ ロ ッ ク E 3 、 E 4 に お い て は 、 現 像 モ ジ ュ ー ル 3 の 代 わ り に レジ ス

卜塗 布 モ ジ ュ ー ル が 設 け られ る。 こ の レジ ス 卜塗 布 モ ジ ュ ー ル は 、 現 像 液 の

代 わ り に ノ ズ ル か ら化 学 増 幅 型 且 つ ポ ジ 型 の レジ ス 卜が 供 給 さ れ る こ と を 除

い て 、 現 像 モ ジ ュ ー ル 3 と 同 様 の 構 成 で あ る。 ま た 、 単 位 プ ロ ッ ク E 3 、 E

4 の 棚 ユ ニ ッ トU の 加 熱 モ ジ ュ ー ル は 、 こ の 第 1 の 実 施 形 態 に お い て は 、 全

て 加 熱 モ ジ ュ ー ル 2 0 に よ り構 成 さ れ る。 こ の よ う な 差 異 を 除 い て 単 位 プ ロ

ッ ク E 3 、 E 4 は 、 単 位 プ ロ ッ ク E 5 と 同 様 の 構 成 で あ る。 単 位 プ ロ ッ ク E

3 、 E 4 の 加 熱 モ ジ ュ ー ル 2 0 は 、 ウ ェ ハ W に形 成 さ れ た レジ ス 卜膜 に 含 ま

れ る溶 剤 を、 ウ ェ ハ W を加 熱 す る こ と に よ り揮 発 さ せ て 除 去 し、 そ れ に よ つ

て 、 当 該 レジ ス 卜膜 を乾 燥 さ せ る 露 光 前 の 加 熱 処 理 （Pre app i ed Bake ：PAB

) を 行 う。 ま た 、 図 3 で は 、 単 位 プ ロ ッ ク E 5 の 搬 送 ァ 一 厶 F 5 に相 当 す る

、 各 単 位 プ ロ ッ ク E 1 〜 巳 4 及 び 巳 6 の 搬 送 ァ 一 厶 を F 1 〜 「 4 及 び 「 6 と

して 示 して い る。

[001 8 ] 処 理 プ ロ ッ ク D 2 に お け る キ ヤ リァ プ ロ ッ ク D 1 側 に は 、 各 単 位 プ ロ ッ ク

E 1 〜 E 6 に跨 っ て 上 下 に伸 び る タ ワ ー T 1 と、 タ ワ ー T 1 に 対 して ウ ェ ハ

W の 受 け渡 しを 行 う た め の 昇 降 自在 な 受 け渡 し機 構 で あ る 受 け渡 しァ 一 厶 1

5 と が 設 け られ て い る。 タ ワ ー T 1 は 、 互 い に積 層 さ れ た 複 数 の モ ジ ュ ー ル

に よ り構 成 さ れ て お り、 単 位 プ ロ ッ ク E 1 〜 E 6 の 各 高 さ に 設 け られ る モ ジ

ユ ー ル は 、 当 該 単 位 プ ロ ッ ク E 1 〜 E 6 の 各 搬 送 ァ 一 厶 F 1 〜 F 6 と の 間 で

ウ ェ ハ W を 受 け渡 す こ と が で き る。 こ れ らの モ ジ ュ ー ル と して は 、 実 際 に は

各 単 位 プ ロ ッ ク の 高 さ 位 置 に 設 け られ た 受 け渡 しモ ジ ュ ー ル T R S 、 ウ ェ ハ



w の温度調整を行う温調モジュール、複数枚のウェハW を一時的に保管する

バッファモジュール、及びウェハw の表面を疎水化する疎水化処理モジュ一

ルなどが含まれている。説明を簡素化するために、前記疎水化処理モジュ一

ル、温調モジュール、前記バッファモジュールについての図示は省略 してい

る。

[001 9] インタ一フェイスプロック D 3 は、単位プロック E 1 〜 E 6 に跨って上下

に伸びるタワー T 2 、 Τ 3 、 Τ 4 を備えており、タワー Τ 2 とタワー Τ 3 に

対 してウェハW の受け渡 しを行うための昇降自在な受け渡 し機構であるイン

ターフェイスァ一厶 1 6 と、タワー Τ 2 とタワー Τ 4 に対 してウェハW の受

け渡 しを行うための昇降自在な受け渡 し機構であるインタ一フェイスァ一厶

1 7 と、タワー Τ 2 と露光装置 D 4 の間でウェハW の受け渡 しを行うための

インタ一フェイスァ一厶 1 8 が設けられている。

[0020] タヮ一 Τ 2 は、受け渡 しモジュール T R S 、露光処理前の複数枚のウェハ

W を格納 して滞留させるバッファモジュール、露光処理後の複数枚のウェハ

W を格納するバッファモジュール、及びウェハW の温度調整を行う温調モジ

ユールなどが互いに積層されて構成されているが、ここでは、バッファモジ

ュ一ル及び温調モジュールの図示は省略する。この塗布、現像装置 1 におい

ては、ウェハW が載置される場所をモジュールと記載する。なお、タワー T

3 、 T 4 にも夫々モジュールが設けられているが、ここでは説明を省略する

。例えば露光装置 D 4 は、所定のパターンに沿って開口部が形成されたマス

クを介 してウェハW のレジス 卜膜を露光する。

[0021 ] 続いて、 P E B を行う加熱モジュール 2 の構成について、図 4 の縦断側面

図及び図 5 の横断平面図を用いて説明する。図中 2 1 は筐体であり、搬送領

域 1 4 に面するようにウェハW の搬送口 2 2 を備えている。図中 2 3 は、搬

送口 2 2 を開閉するシャツタである。図中 2 4 は水平な冷却プレー 卜であり

、図示 しない駆動機構により筐体 2 1 内を、搬送口 2 2 に対 して進退自在に

構成される。冷却プレー 卜2 4 には、図示 しない冷却水の流路が形成され、

加熱処理後に冷却プレ一 卜2 4 に載置されたウェハW が冷却される。搬送ァ



—厶 F 5 ( F 6 ) の昇降動作により、冷却プレー ト2 4 と前記搬送ァ一厶 F

5 ( F 6 ) との間でウェハWが受け渡される。

[0022] 筐体 2 1 内の奥側には、ウェハWが載置される熱板 （加熱プレー ト） 2 5

が設けられている。図中 2 6 はヒータであり、熱板 2 5 を加熱する。ウェハ

Wは、冷却プレー 卜2 4 から所定の温度に加熱された熱板 2 5 に受け渡され

て、加熱処理される。この例では、熱板 2 5 は第 2 の加熱源を構成する。図

中 2 7 は昇降ピンであり、昇降機構 2 8 により昇降 し、熱板 2 5 と、熱板 2

5 上に移動 した冷却プレー 卜2 4 との間でウェハWを受け渡す。

[0023] 熱板 2 5 の上方には、赤外線の照射部である赤外線ランプ3 4 が、例えば

複数設けられている。赤外線ランプ3 4 は、赤外線、即ち波長が 0 . 7 5

m〜 1 m mの光をウェハWに照射するように構成されている。図中3 5 は、

赤外線ランプ3 4 の側周及び上側を被覆するカバ一であり、その内周面は赤

外線ランプ3 4 からの赤外線を反射させて、下方に照射する。赤外線ランプ

3 4 の下方にはフィルタ3 6 が設けられている。フィルタ3 6 は、例えば板

状のガラスと、アンチモン ド一プ酸化スズからなる膜とを積層 して構成され

、熱板 2 4 に載置されたウェハW全体を覆うように形成されている。そ して

、赤外線ランプ3 4 からウェハWに向けて照射された赤外線について、その

波長が 2 . 0 m 〜 6 . 0 斗mである赤外線は透過させ、 2 . 0 m 〜 6 .

0 斗m以外の波長の赤外線については遮断するように、フィルタ3 6 が構成

されている。このように 2 . 0 m 〜 6 . 0 斗mの波長の赤外線を、選択的

にウェハWに照射できる構成とする理由については後述する。フィルタ3 6

と赤外線ランプ3 4 とは、第 1 の加熱源を構成する。

[0024] 塗布、現像装置 1 には、コンピュータからなる制御部 1 0 が設けられる。

制御部 1 0 は、不図示のプログラム格納部を有 している。このプログラム格

納部には、後述の作用で説明する塗布、現像処理が行われるように命令が組

まれた例えばソフ 卜ウェアからなるプログラムが格納される。このプログラ

厶が制御部 1 0 に読み出されることで、制御部 1 0 は塗布、現像装置 1 の各

部に制御信号を出力 し、各搬送アームの動作、各モジュールにおけるウェハ



の処理、ウェハへの現像液及び レジス 卜の供給などを制御 して、後述のよう

にウェハWに塗布、現像処理を行うことができる。このプログラムは、例え

ばハー ドディスク、コンパク トディスク、マグネットオプティカルディスク

またはメモリ一力一 ドなどの記憶媒体に収納された状態でプログラム格納部

に格納される。

[0025] 図 6 は、この塗布、現像装置 1及び露光装置 D 4 からなるシステムのゥェ

ハWの処理工程の概略を示 したフロー図である。この図 6 及び上記の図 1、

図 3 を参照 しながら、塗布、現像装置 1 におけるウェハWの搬送経路につい

て説明する。ウェハWは、キャリアC から移載機構 1 3 により、処理プロッ

クD 2 におけるタワーT 1 の受け渡 しモジュール T R S 0 に搬送される。

[0026] この受け渡 しモジュール T R S OからウェハWは、単位プロックE 1、 E

2 に振 り分けられて搬送される。例えばウェハWを単位プロックE 1 に受け

渡す場合には、タワーT 1 の受け渡 しモジュール T R S のうち、単位プロッ

クE 1 に対応する受け渡 しモジュール T R S 1 (搬送ァ一厶 F 1 によリウェ

ハWの受け渡 しが可能な受け渡 しモジュール）に対 して、前記 T R S Oから

ウェハWが受け渡される。またウェハWを単位プロックE 2 に受け渡す場合

には、タワーT 1 の受け渡 しモジュール T R S のうち、単位プロックE 2 に

対応する受け渡 しモジュール T R S 2 に対 して、前記 T R S 0 からウェハW

が受け渡される。これらのウェハWの受け渡 しは、受け渡 しァ一厶 1 5 によ

り行われる。

[0027] このように振 り分けられたウェハWは、 T R S 1 ( T R S 2 ) →反射防止

膜形成モジュール→加熱モジュール 2 0 → T R S 1 ( T R S 2 ) の順に搬送

され、続いて受け渡 しァ一厶 1 5 により単位プロックE 3 に対応する受け渡

しモジュール T R S 3 と、単位プロックE 4 に対応する受け渡 しモジュール

T R S 4 とに振 り分けられる。

[0028] このようにT R S 3 、 T R S 4 に振 り分けられたウェハWは、 T R S 3 (

T R S 4 ) からレジス 卜塗布モジュールに搬送されて、前記反射防止膜上に

レジス 卜が塗布され、ウェハW表面にレジス 卜膜が形成される （図 6 中、ス



テ ツプS 1 ) 。その後、 ウェハW は、加熱モジュール 2 0 に搬送され、当該

加熱モジュール 2 0 の熱板 2 5 上 に載置されて、加熱処理 （P A B ) が行わ

れた後 （ステ ップS 2 ) 、 タワー T 2 の受け渡 しモジュール T R S に搬送さ

れる。前記受け渡 しモジュール T R S に搬送されたウェハW は、インタ一フ

エイスァ一厶 1 6 、 1 8 により、タワー T 3 を介 して露光装置 D 4 へ搬入さ

れ、前記 レジス 卜膜が露光され、 レジス 卜パターンの潜像が形成 される （ス

テ ツプS 3 ) 。

[0029] 露光後のウェハW は、インタ一フェイスァ一厶 1 6 、 1 7 によリタヮ一 T

2 、 T 4 間を搬送されて、単位 プロック E 5 、 E 6 に対応するタワー T 2 の

受け渡 しモジュール T R S 5 、 T R S 6 に夫々搬送される。然る後、 ウェハ

W は加熱モジュール 2 に搬送され、赤外線の照射 と、加熱処理 （P E B ) と

を受ける （ステ ップS 4 ) 。 このステ ップS 4 の処理の詳細は後述する。然

る後、 ウェハW は現像モジュール 3 に搬送されて現像処理 を受け （ステ ップ

S 5 ) 、 レジス 卜膜 に レジス 卜パターンが形成 される。その後、加熱モジュ

—ル 2 0 にて加熱 された後、タワー T 1 の受け渡 しモジュール T R S に搬送

され、移載機構 1 3 を介 してキャ リアC に戻される。

[0030] 続 いて、ステ ップS 3 〜 S 5 においてウェハWの表面が変化する様子を、

図 7 〜図 1 2 の模式図を参照 しなが ら説明する。図 7 は、ステ ップS 3 にて

、露光されるウェハW を示 している。図中 4 1 は レジス 卜膜であ り、 この レ

ジス 卜膜 4 1 中の現像液 に不溶な樹脂 を 4 2 で示 している。図中 4 3 は、露

光装置 D 4 のマスクであ り、マスク 4 3 には所定のパターンに沿 って開口部

4 4 が形成 されている。図中、マスク 4 3 において光を遮蔽する部分を遮蔽

部 4 5 と して示 している。

[0031 ] マスク 4 3 の開口部 4 4 を透過 した光により、 レジス 卜膜 4 1 における当

該開口部 4 4 の下方の露光領域 5 1 では、 レジス 卜膜 4 1 に含 まれる酸発生

剤 （不図示）か ら酸 4 7 が生 じ、酸 4 7 により樹脂 4 2 が分解 される。具体

的には、当該樹脂 4 2 を現像液 に不溶 にするための保護基 （図 7 中 R で表示

) が樹脂 4 2 か ら外れ、その代 りに水酸基 を有するように樹脂 4 2 が変化 し



、この水酸基により現像液に可溶となる。このように現像液に可溶になった

樹脂を4 8 として図 8 に示 している。このように、 レジス 卜膜 4 1 において

、パターンの潜像が形成される。

[0032] ところで、 レジス 卜膜 4 1 において、前記マスク4 3 の遮蔽部 4 5 により

光が遮蔽される領域を遮光領域 （非露光領域） 5 2 とする。光は散乱するた

め、 レジス 卜膜 4 1 において、マスク4 3 の開口部 4 4 と遮蔽部 4 5 との境

界の下方には、露光領域 5 1 に比べて光の照射量が少ない、即ち、酸 4 7 及

び現像液に可溶な樹脂 4 8 が存在する割合が、遮光領域 5 に比べて多 く、

露光領域 5 1 に比べて少ない領域 （便宜上、中間領域とする） 5 3 が形成さ

れる。

[0033] ここで本実施形態のレジス 卜膜の変化との比較のために、当該実施形態の

ように赤外線の照射を行わずに、このように露光領域 5 1、遮光領域 5 、

中間領域 5 3 が形成されたウェハWにP E B を行い、現像する場合について

説明する。図 1 3 は、前記 P E B を行った後のウェハWの模式図である。露

光領域 5 1 では、 P E B を行う前に比較的多 くの酸 4 7 が発生 し、それによ

つて樹脂 4 2 から樹脂 4 8 への変化が起きているため、前記 P E B終了後に

は、樹脂 4 8 が存在する割合が高い。 しか し、中間領域 5 3 では、 P E B を

行う前に発生する酸 4 7 の量は比較的少なく、樹脂 4 2 から樹脂 4 8 への変

化が露光領域 5 1 に比べて起こりにくい。従って、 P E B終了後において、

中間領域 5 3 では樹脂 4 と樹脂 4 8 とが混在 して存在 しゃすい。図 1 4 は

、現像処理後のウェハWであり、この図 1 4 に示すように、前記樹脂 4 2 、

4 8 から、 レジス 卜パターン5 4 の側壁に凸部、凹部が夫々形成され、 レジ

ス 卜パターン5 4 の側壁の荒れが大きくなる。

[0034] 第 1 の実施形態の説明に戻る。ステップS 4 を行うために露光後のウェハ

Wは、加熱モジュール 2 に搬入され、冷却プレー ト2 4 から例えば 9 0 °C〜

1 3 0 °C に加熱された熱板 2 5 に受け渡されて載置されると同時に、赤外線

ランプ3 4 から赤外線が照射され、波長 2 . 0 m 〜 6 . O m の赤外線が

フィルタ3 6 を透過 してレジス 卜膜 4 1 に供給される。図 1 5 は、このよう



にウェハWの加熱及び赤外線の照射を行う加熱モジュール 2 を示 している。

[0035] 前記波長 2 . 0 m 〜 6 . O m の赤外線 （I R ) により、樹脂 4 2 にお

いては、炭素と水素との間に形成された単結合についての伸縮振動が促進さ

れる。樹脂 4 8 においては、前記炭素と水素との間の単結合の伸縮振動及び

水酸基における水素と酸素との結合の伸縮振動が促進される。即ち、樹脂 4

2 、 4 8 を構成する分子が振動する （図 9 ) 。このように分子が振動するこ

とにより、露光領域 5 1及び中間領域 5 3 における酸 4 7 が、 レジス 卜膜 4

1 中を流動すると本発明者は考えている。そ して、流動 した酸 4 7 は樹脂 4

2 に作用 し、この樹脂 4 2 が樹脂 4 8 に変化する。それによつて、露光領域

5 1及び中間領域 5 3 においては、樹脂 4 に対する樹脂 4 8 の割合が増加

する （図 1 0 ) 。

[0036] そ して、熱板 2 5 により次第にウェハWの温度が上昇 し、この熱板 2 5 か

ら受ける熱エネルギーによって、酸 4 7 はレジス 卜膜 4 1 中を拡散する。即

ち、 P E B が行われる。それによつて、露光領域 5 1及び中間領域 5 3 にお

ける樹脂 4 2 から樹脂 4 8 の変化が、さらに進行する。さらにウェハWの温

度が上昇すると、酸 4 7 は揮発 して、 レジス 卜膜 4 1 から除去される。所定

の時間、熱板 2 5 上にウェハWが載置されると、赤外線の照射が停止され、

ウェハWは加熱モジュール 2 から搬出される。図 1 1 は、このようにP E B

を終え、加熱モジュール 2 から搬出される時のウェハWを示 している。

[0037] フィルタ3 6 により上記のようにウェハWに照射する赤外線の波長を選択

しているのは、当該赤外線によるレジス 卜膜 4 1 の温度の上昇を抑えながら

、樹脂 4 2 から樹脂 4 8 への変化を起こすためである。即ち、ウェハWに照

射される赤外線の波長の範囲が広いほど、その照射される赤外線の中に、 レ

ジス 卜膜 4 1及びウェハWを構成するシリコンが吸収する波長の赤外線が含

まれやすくなるので、ウェハWの温度が急速に上昇する。 しか し、そのよう

にウェハWの温度が急速に高くなると、十分に酸 4 7 がレジス 卜膜 4 1 中を

流動する前に揮発することになるため、前記樹脂 4 8 への変化が十分に行わ

れなくなる。それを防ぐために、上記の波長の選択を行っている。



[0038] 上記の赤外線の照射により酉愛4 7 を流動させたことにより、 P E B終了後

には、中間領域 5 3 において、樹脂 4 2 、 4 8 の混在が防がれている。従つ

て、上記のステップS 5 の現像処理時に、中間領域 5 3 はその全体が現像液

により溶解されるので、中間領域 5 3 からレジス 卜パターン5 4 の側壁の凹

凸が形成されることが防がれる。従って、図 1 2 に示すように、 レジス 卜パ

ターン5 4 の側壁における荒れが抑えられる。

[0039] この塗布、現像装置 1 によれば、上記のように露光済みのレジス 卜膜に、

当該 レジス 卜膜を構成する分子を振動させる波長の赤外線を選択的に照射 し

、 P E B を行うことにより、後述の評価試験で示すようにレジス 卜パターン

5 4 の側壁における荒れの程度を抑えることができる。また、上記のように

赤外線の照射により、露光領域 5 1 の酸 4 7 の流動を起こすことにより、露

光装置 D 4 における露光によって生 じる酸 4 7 が少量であっても、 P E B後

における露光領域 5 1 のレジス 卜膜 4 1 の樹脂を現像液に可溶な状態にする

ことができる。即ち、露光装置 D 4 においてウェハWに供給する光の強度を

抑えても、 レジス 卜パターン5 4 を解像することができる。既述のように波

長が 1 0 n m〜 1 5 n mであるE U V を用いてウェハWを露光する場合、高

い強度の光をウェハWに供給 しにくいので、本手法を用いることが有効であ

る。ただ し、露光装置 D 4 としては、 K r F やA r F を光源とするものを用

いてもよい。

[0040] また、上記の例ではウェハWを熱板 2 5 に載置 し、温度を上昇させながら

ウェハWに赤外線を照射することで、スループットの向上を図っている。た

だ し、図 1 6 に示すように、フィルタ3 6 の下方に位置する冷却プレー ト2

4 に載置されたウェハWに赤外線を照射 し、然る後、熱板 2 5 にウェハWを

載置 して P E B を行ってもよい。この場合、熱板 2 5 にウェハWを移載 した

後も、ウェハWに赤外線照射を続けて行ってもよいし、熱板 2 5 にウェハW

を移載後は、赤外線照射を停止させてもよい。また、この場合、冷却プレー

卜2 4 が、図中鎖線で示すようにモジュール 2 の手前側の熱板 2 5 から外れ

て位置 した状態から、赤外線照射を開始 し、図中実線で示すように熱板 2 5



上に位置するまでの間、赤外線照射を行 う。つまり、移動部である冷却 プレ

— 卜2 4 により、 ウェハW を熱板 2 5 に搬送中に赤外線照射を行 ってもよい

[0041 ] また図 1 7 に示すように、上記加熱モジュール 2 においてフィルタ 3 6 を

筐体 2 1 内の手前側 に移動 させる駆動部 3 8 を設けてもよい。 この場合、例

えば熱板 2 5 の代わ りに、例えば ヒータ 2 6 を備えていないステージ 3 9 を

設ける。前記ステージ 3 9 に載置されたウェハW について、ステージ 3 9 上

に配置 したフィルタ 3 6 を介 して赤外線を照射 して、酸 を流動 させる。その

後、図 1 7 に示すように、 フィルタ 3 6 を前記ステージ 3 9 上か ら退避 させ

て、赤外線ランプ 3 4 か ら 2 . 0 m 〜 6 . 0 m よりも広い範囲の波長の

赤外線をウェハW に照射 し、 P E B を行 ってもよい。 このようにステージ 3

9 上か ら退避 し、赤外線ランプ 3 4 か らウェハWへの光路か ら外れた位置に

位置するフィルタ 3 6 と、当該赤外線ランプ 3 4 とは、第 2 の加熱源 を構成

する。 フィルタ 3 6 を移動 させる代わ りに、ステージ 3 9 及び赤外線ランプ

3 4 を移動 させ、酸 を流動 させた後 に P E B が行われるように構成 してもよ

い。

[0042] (第 2 の実施形態）

第 2 の実施形態では、第 1 の実施形態 と同様の塗布、現像装置 1 が用い ら

れるが、単位 プロック E 3 、 E 4 の加熱モジュール と して、上記の加熱モジ

ユール 2 が設けられる。 また、例えば単位 プロック E 5 、 E 6 の加熱モジュ

—ル と しては、上記のフィルタ 3 6 及び赤外線ランプ 3 4 が設けられていな

い加熱モジュール 2 0 により構成 される。

[0043] 図 1 8 は、第 2 の実施形態におけるフロー図である。 この図 1 8 に示すよ

うに、第 2 の実施形態では、ステ ップS 2 が第 1 の実施形態 と異な り、 P A

B を行 う際にウェハW に赤外線を照射する。具体的には、前記図 1 5 で示 し

たように、 ウェハW を加熱 された熱板 2 5 上 に載置 し、 この熱板 2 5 に載置

されたウェハW にフィルタ 3 6 を介 して 2 . 0 m 〜 6 . O m の赤外線を

照射する。即ち、 ウェハWが熱板 2 5 に載置されて加熱 され、 レジス 卜膜の



溶剤の除去が行われている間、赤外線の照射が行われる。また、この例では

ステツプS 4 において、赤外線の照射を行わない。

[0044] 上記のようにP A B を行うと同時に、上記の波長の赤外線を照射する理由

について説明するために、比較例として、当該赤外線照射を行わずにP A B

を行う場合におけるレジス 卜膜 4 1 について、その模式図である図 1 9 を参

照 しながら説明する。図 1 9 では、上記のレジス 卜膜 4 1 中の樹脂 4 2 につ

いて、便宜上、図 7 〜図 1 2 とは異なる形状に示 している。図 1 9 上段では

、 P A B を行う前のレジス 卜膜 4 1 について示 しており、 レジス 卜膜 4 1 中

の樹脂 4 2 が集まって構成されるレジス 卜の粒子4 0 で示 している。 P A B

を行う前においては、この粒子4 0 は、 レジス 卜膜 4 1 中に比較的均一性高

く分散 している。

[0045] 図 1 9 の中段は、熱板 2 5 にウェハWを載置 して P A B を行っている状態

を示 している。ウェハWは下方側から熱板 2 5 に加熱されることにより、 レ

ジス 卜膜 4 1 中においては温度勾配が形成される。そ して、 P A B を行って

いる間、 レジス 卜膜 4 1 には溶剤が残留 していることから、前記粒子4 0 の

流動性は比較的高いので、粒子4 0 は前記温度勾配に従って流動する。この

流動中に複数の粒子4 0 同士が凝集 し、図 1 9 中下段に示すように粒子4 0

の粒径が大きくなると考えられる。

[0046] 図 2 0 の上段は、目標とする形状のレジス 卜パターン5 4 を示 している。

このようにレジス 卜パターンは側面視矩形状に形成されることを目標とする

が、実際にはウェハW表面を流れる現像液や、現像液の供給後に当該現像液

をウェハWから洗い流すために供給される洗浄液により、その上面及び側面

は削られることになる。このとき、上記のように粒子4 0 の径が大きいため

、図 2 0 の下段に示すようにレジス 卜パターン5 4 から削られて脱離する粒

子4 0 の径も大きくなる。その結果として、 レジス 卜パターン5 4 の側壁の

凹凸は大きくなり、荒れが大きくなると考えられる。また、 レジス 卜パター

ン5 4 の上部から脱離する粒子4 0 の径も大きいため、 レジス 卜パターン5

4 の高さとP A B終了時のレジス 卜膜 4 1 の膜厚との差分が大きくなると考



えられる。

[0047] 第 2 の実施形態の説明に戻る。図 2 1上段は、図 1 9 上段と同じくP A B

を行う前のウェハWを示 している。上記のように、 レジス 卜の粒子4 0 は、

レジス 卜膜 4 1 中に均一性高く分散 している。そ して、図 2 2 中段は、図 1

8 のフローのステップS として説明 したように、前記ウェハWを熱板 2 5

に載置 し、 P A B を行いながら2 . 0 m 〜 6 . 0 mの波長の赤外線を照

射 している状態を示 している。

[0048] 前記赤外線は、樹脂 4 に吸収され、第 1 の実施形態で説明 したように当

該樹脂 4 2 の原子間結合の伸縮振動が促進される。赤外線は、 レジス 卜膜 4

1 の表層から深部へと入射 し、 レジス 卜膜 4 1全体で樹脂 4 2 の振動が起こ

り、この振動により、 レジス 卜膜 4 1 が発熱する。この発熱により、熱板 2

5 により形成されるレジス 卜膜 4 1 中の温度勾配が抑えられ、粒子4 0 の流

動が抑えられると本発明者は考えている。その結果、図 2 1 下段に示すよう

に、 P A B終了後も粒子4 0 はレジス 卜膜 4 1 中に均一性高く分散 し、凝集

が抑えられていると、本発明者は考えている。

[0049] 従って、図 2 2 に示すように、現像液及び洗浄液によりレジス 卜パターン

5 4 が削られるときに、削られて脱離する粒子4 0 の径が小さくなる。その

ため、 レジス 卜パターン5 4 の側壁の凹凸が大きくなることが抑えられる。

即ち、前記側壁の荒れが抑えられる。また、 P A B終了後のレジス 卜膜 4 1

の膜厚に対 して、 レジス 卜パターン5 4 の高さが小さくなることが抑えられ

る。

[0050] 上記の第 1 の実施形態と第 2 の実施形態とを互いに組み合わせてもよい。

つまり、ウェハWにP A B を行う際に上記の波長の赤外線を照射 し、さらに

当該ウェハWを露光後、上記の波長の赤外線照射を照射 し、 P E B を行うよ

うにしてもよい。また、加熱モジュール 2 においては、上記のようにヒータ

6 を備えた熱板 2 5 によりウェハWを加熱することには限られない。例え

ばウェハWの裏面に光を照射するL E D を備えるように加熱モジュール 2 を

構成する。この L E Dから、ウェハWを構成するシリコンが吸収する波長の



光を照射 してゥェハw を加熱するように してもよい。

[0051 ] また、 レジス 卜としては、ポジ型 レジス 卜を用いた例について説明 したが

、ネガ型 レジス 卜を用いてもよい。 また、第 2 の実施形態においては、上記

のように粒子の凝集を抑えることでパターンの荒れを防 ぐため、化学増幅型

レジス 卜を用いることには限 られない。つまり、酸発生剤を含まない レジス

卜を用いてもよい。 また、第 1 の実施形態においては、モジュールの省スぺ

—ス化を図るため、赤外線照射を行 うモジュール と、 P E B とを行 うモジュ

—ルを共通化 して加熱モジュール 2 として構成 しているが、赤外線照射を行

うモジュール と、 P E B を行 うモジュール とを別個に設けてもよい。具体的

に、単位プロック E 5 、 E 6 の棚ユニッ トU のモジュールの一つを上記のス

テ一ジ 3 9 、 フィルタ 3 6 及び赤外線ランプ 3 4 を備えた赤外線照射モジュ

—ル として構成 し、 この赤外線モジュールでウェハW に赤外線を照射 した後

、前記棚ユニッ トU の加熱モジュール 2 0 に搬送 して、当該ウェハW に P E

B を行 ってもよい。

[0052] 評価試験

(評価試験 1 )

上記の第 1 の実施形態で示 した手順に従 って、複数枚のウェハw に処理を

行 った。 ウェハW ごとに露光装置 D 4 における露光 ビームのエネルギー量で

あるDose量 （m J c m 2 ) を変更 して処理を行い、 レジス 卜パターン 5 4 の

線幅であるC D (nm) と、 レジス 卜パターン 5 4 の側壁の荒れの指標である

L W R ：L i ne Wi dth Roughness (nm) とについて測定 した。前記Dose量は 1

m J c m 2刻みで変更 し、Dose量を夫々20. 5 m J c m 2、 19. 5 m J / m 2

、 18 . 5 m J c m 2、 17 . 5 m J c m 2、 16 . 5 m J c m 2 としたものを、評価

試験 1 — 1 、 1 — 2 、 1 — 3 、 1 — 4 、 1 _ 5 と記載する。前記 L W R は、

レジス 卜パターン 5 4 の線幅の最大値 —最小値であ り、上記の図 1 4 に示す

ようにレジス 卜パターン 5 4 が形成された場合、図中の L 1 と L 2 との差分

である。 この L W R の値が小さいほどレジス 卜パターン 5 4 の側壁の荒れが

抑えられており、好ま しい。



[0053] この評価試験 1 では、既述の波長の赤外線照射と P E B とを異なるモジュ

—ルで行い、赤外線照射時においてはウェハW を冷却プレー 卜上に載置 し、

3 5 °C に温度調整 した。 P E B はウェハW を熱板 2 5 に載置することにより

行い、 この熱板 2 5 に載置 している間にはウェハW への赤外線の照射は行わ

なかった。また、対照試験 として、赤外線照射を行わない他は、評価試験 1

_ 1 〜 1 _ 5 と同様に処理を行い、前記 C D 及び L W R を測定 した。 この 対

照試験では、前記Dose量を2 1 . 5 m J c m 2 に設定 した。

[0054] 下記の表 1 は、 この評価試験 1 の結果を示 している。 この表 1 に示すよう

に評価試験 1 一 1 〜 1 _ 5 では、そのDose量が対照試験のDose量に比べて小

さいが、 LWR及びCDについて、対照試験 と同程度か、あるいは対照試験よりも

小さくなつていることが確認された。また、評価試験 1 _ 1 〜 1 _ 5 におい

て、Dose量を大きくするほど、 C D が小さくなることが確認された。従 って

、 この評価試験 1 の結果より、第 1 の実施形態に沿って処理を行うことで、

レジス 卜パターン 4 の荒れが抑えられると共に、所定の線幅の C D を得るた

めに露光装置 D 4 で照射する露光エネルギーを抑えることができることが確

認された。

[表 1]

[0055] (評価試験 2 )

続いて、評価試験 2 — 1 として上記の第 2 の実施形態と同様の手順で処理

を行った。つまり P A B を行う際にウェハW に赤外線を照射 し、その後は赤

外線の照射を行わずにウェハW にレジス 卜パターン 5 4 を形成 した。評価試

験 2 _ 2 として、評価試験 2 _ 1 と同様の手順で P A B を行い、 レジス 卜パ

ターン 5 4 を形成 したが、露光後は第 1 の実施形態と同様にウェハW に赤外

線を照射すると共にウェハW を加熱することで P E B を行った。評価試験 2



_ 3 として、評価試験 1 と同様に冷却プレー 卜上のウェハWに赤外線を照射

し、その後ウェハWを熱板 2 5 に載置 してP E B を行い、ウェハWにレジス

卜パターン5 4 を形成 した。この評価試験 2 —3 では、 P A B を行う際に赤

外線の照射を行っていない。また、この評価試験 2 _ 3 において、前記赤外

線の照射は評価試験 2 —2 よりも長い時間、具体的には3 分間行った。評価

試験 2 _ 1〜 2 _ 3 で形成されたレジス 卜パターン5 4 の断面を観察 し、そ

の高さを測定した。また、対照試験としてレジス 卜塗布後からP E B を行う

までにウェハWに赤外線を照射せずにレジス 卜パターン5 4 を形成 した。こ

の対照試験においても、評価試験 2 _ 1〜 2 _ 3 と同様に、レジス 卜パター

ン5 4 の断面を観察 し、その高さを測定した。

[0056] 図 2 3 〜図 2 6 は、対照試験及び評価試験 2 _ 1〜 2 _ 3 のレジス 卜パタ

—ン5 4 を示 しており、各図とも上側に上方から見たレジス 卜パターン5 4

の模式図を、下側にレジス 卜パターン5 4 の断面の模式図を夫々示 している

。レジス 卜パターン5 4 の高さH 1 は、対照試験が6 0 n m、評価試験 2 _

及び評価試験 2 _ 2 が8 0 n m、評価試験 2 _ 3 が 5 0 n mであった。評

価試験 2 — 1、 2 —2 において、対照試験よりもレジス 卜パターン5 4 の高

さが大きいのは、第 2 の実施形態で説明したようにP A B時に照射 した赤外

線により、レジス 卜膜4 1 中における粒子4 0 の偏り及び凝集が防がれたた

めと考えられる。また、評価試験 2 _ 3 において対照試験よりもレジス 卜パ

ターンの高さが小さいのは、赤外線照射を長く行ったことで、過剰に酸が流

動 したものと考えられる。

[0057] (評価試験 3 )

評価試験 3 として、第 1の実施形態に沿って処理を行い、 P E B を行うた

めに加熱中のウェハWに赤外線を照射 して、レジス 卜パターンを形成 した。

ウェハWごとに赤外線の照射時間は4 0 秒〜8 0 秒の範囲で変更した。また

この評価試験 3 において、露光装置D 4 としてはA r F を光源とする装置を

用い、レジス 卜に4 5 n mのパターンを形成するように設定した。また、対

照試験として露光後に赤外線を照射せずにウェハWに処理を行い、レジス 卜



パターンを形成 した。 P E B を行う際に熱板 2 5 にウェハWを載置する時間

は、 6 0 秒とした。これら評価試験 3 と対照試験とにおいて、ウェハWの各

所におけるレジス 卜パターンの L W R を測定 した。また、測定された L W R

について、その平均を算出した。

[0058] 下記の表 2 に評価試験 3 の結果を示 している。赤外線の照射時間が夫々6

0 秒、 7 0 秒、 8 0 秒であるときに、対照試験に比べて L W Rの平均値が小

さくなつている。従って、この評価試験 3 より、上記の第 1 の実施形態の手

法で L W R を小さくすることができる、即ちレジス トパターン5 4 の荒れを

抑えることができることが示された。

[表2]

[0059] (評価試験 4 )

評価試験 4 として、第 2 の実施形態に沿って処理を行い、ウェハWにレジ

ス トパター ン 5 4 を形成 した。即ち、 P A B を行うときに 2 . 0 m 〜 6 .

0 mの波長の赤外線をゥェハWに照射 した。露光後はウェハWに前記赤外

線の照射を行っていない。この評価試験 4 では、ウェハWごとに赤外線の照

射時間を5 0 秒〜 7 0 秒の範囲で変更 した。また、対照試験として P A B を

行うときに前記赤外線の照射を行わないことを除いて、評価試験 4 と同様に

ウェハWにレジス 卜パターンを形成 した。つまり、 この対照試験ではレジス



ト塗布か らレジス 卜パターンを形成するまでに、 ウェハW に赤外線の照射 を

行 っていない。 この対照試験では、 ウェハW の加熱時間は 6 0 秒 と した。 こ

れ ら評価試験 4 — 1 〜 4 一 3 及び対照試験 を行 ったウェハW について、 レジ

ス 卜パターンの C D と L W R とを測定 した。

[0060] 下記の表 3 に評価試験 4 の結果 を示 している。赤外線の照射時間が 5 0 秒

と した場合は、対照試験 に対 して L W R の平均値が大 きいが、照射時間が 6

0 秒、 7 0 秒 と した場合 は、対照試験 に対 して L W R の平均値が小 さい。従

つて、 この評価試験 4 の結果 よ り、上記の第 2 の実施形態の手法 を用いるこ

とで L W R を改善 させ ることができることが示 された。 また、評価試験 4 に

おいては赤外線の照射時間が長 くなるに従 って、 C D が小 さ くなることが確

認 された。

[表3]

[0061 ] (評価試験 5 )

評価試験 5 と して、評価試験 4 と略同様の手順 で処理 を行 った。評価試験

4 との差異 と して、第 1 の実施形態 と同様 に、 P E B を行 う際にもウェハW

に上記の範囲の波長の赤外線 を照射 した。 この P E B 処理時の赤外線の照射

時間は 6 0 秒 に設定 した。 P A B を行 う際の赤外線の照射時間については、



評価試験 4 と同様 にウェハW ごとに変更 した。評価試験 4 と同様 に、 ウェハ

W ごとに P A B 時 における赤外線の照射時間を 5 0 秒 〜 7 0 秒 の範囲で変更

した。

下記の表 4 に評価試験 5 の結果 を示 している。表 中には、評価試験 4 で説

明 した対照試験の結果 も示 している。 P A B における赤外線の照射時間が 5

0 秒 では前記対照試験 に比べて、 L W R の平均値が大 きいが、照射時間が 6

0 秒、 7 0 秒 では対照試験 に比べて L W R の平均値が小 さい。従 って、 この

評価試験 5 の結果 よ り、上記の第 1 及び第 2 の実施形態の手法 を組合わせて

も L W R を改善 させ ることがで きることが示 された。 また、 この評価試験 5

においても P A B を行 う際の赤外線の照射時間が長 くなるに従 って、 C D が

小 さ くなることが確認 された。

[表4]

(評価試験 6 )

評価試験 6 と して、評価試験 1 と同様 に、冷却 プ レ一 卜に載置 した露光後

のウェハW に赤外線 を照射 し、その後 ウェハW を熱板 2 5 に移載 して P E B



を行い、 レジス 卜パターン 5 4 を形成 した。 ウェハW ごとに前記赤外線の照

射時間を 6 0 秒 〜 3 0 0 秒 の範囲で変更 した。熱板 2 5 による加熱時間は 6

0 秒 と した。評価試験 3 〜 5 と同様 に、形成 された レジス 卜パターンについ

て、 ウェハW の各所 における L W R を測定 し、その平均値 を算出 した。 また

、 この レジス 卜パターンの C D を測定 した。

下記の表 5 に評価試験 6 の結果 を示 している。表 中には、評価試験 4 で説

明 した対照試験の結果 も示 している。赤外線の照射時間が 3 0 0 秒 であると

きには前記対照試験 に対 して L W R の平均値が大 きいが、照射時間が 6 0 秒

、 1 8 0 秒 であるときは対照試験 に対 して L W R の平均値が小 さい。従 って

、 この評価試験 6 の結果か ら、露光後のウェハW について、適切な時間、赤

外線の照射 を行 うことで、 レジス 卜パターン 5 4 の荒れを抑 える こ とがで き

ることが示 された。 また、赤外線の照射時間が長 くなるにつれて、 C D が小

さ くな つていることか ら、長い時間赤外線の照射するほど、既述のように レ

ジス 卜膜 4 1 中における酸の流動が進行するもの と考 え られる。 また、 この

評価試験 6 及び評価試験 3 か ら、露光後 に赤外線 を照射する場合、 ウェハW

の加熱 中に照射 しても、加熱処理 を行 う前 に照射 してもよいことが示 された



[ 表 5 ]

[0065] (評 価 試験 7 )

評価 試験 7 と して、 評価 試験 3 と同様 に露光後 の ウェハW につ いて、加熱

中 に上記 の波長 の赤 外線 を照 射 して、 レジス 卜パ ター ン 5 4 を形成 した。前

記 赤外線 の照射 時 間 につ いて は、 ウェハW ごとに、 4 0 秒 〜 7 0 秒 の範 囲 に

おいて 1 0 秒 刻 み で変 更 した。 この評価試験 7 で は、 露光装 置 D 4 と して K

r F を光源 とす る装 置 を用 い、 レジス トと して は、 E U V 露 光 用 に開発 され

た レジス 卜を用 いた。 また、 この評価 試験 7 で は、 同 じウェハW の異 な る箇

所 に、Dose 量 を変 えて露光処理 を行 った。形成 された レジス 卜パ ター ン 5 4

につ いて は、 C D と L W R とを測 定 し、 レジス トパ ター ン 5 4 の C D が 目標

とす る値 とな るDose 量 （適 正Dose 量 とす る） を調 べ た。 対照試験 と して、前

記 赤外線 を照射 しな い ことを除 いて、 評価 試験 7 と同様 に ウェハW に処理 を

行 って、 レジス 卜パ ター ン 5 4 を形成 した。 そ して、 評価 試験 7 と同 じくC

D 、 L W R 及 び適 正Dose 量 を調 べ た。

[0066] 下記 の表 6 は、 評価 試験 7 の結果 を示 して お り、 この表 6 で は、 赤外線 の

照射 時 間 ごとに適 正Dose 量 と、 感度 改善率 と、 L W R の平均値 と、 L W R の



最 小 値 と、 を示 して い る。 感度 改 善 率 は、 照 射 時 間 X で あ る と きの適 正Dose

量 を 丫、 前 記 対 照 試 験 の適 性 Dose 量 を Z と した場 合 に お け る、 （Z — Y ) / Y

X 1 0 0 で あ る。 また、 評 価 試 験 7 の結 果 は、 図 2 7 及 び 図 2 8 の グ ラ フ に

も示 して い る。 図 2 7 の グ ラ フは、 縦 軸 に測 定 され た C D を示 して お り、 横

軸 に露 光 時 のDose 量 を示 して い る。 図 2 8 の グ ラ フは、 縦 軸 に L W R の平 均

値 を示 して お り、 横 軸 に前 記 Dose 量 を示 して い る。

[ 表 6 ]

表 6 及 び 図 2 7 ， 2 8 に示 す よ うに、 照 射 時 間 が 5 0 秒 、 6 0 秒 、 7 0 秒

で あ る場 合 に感度 改 善 率 は高 く、 また、 L W R の平 均 値 及 び 最 小 値 は、 対 照

試 験 に比 べ て小 さ い。 従 って この評 価 試 験 7 よ り、 上 記 の 第 1 の実 施 形 態 の

手 法 で L W R を改 善 す る こ とが で き、 また、 露 光 量 に対 す る レジ ス 卜膜 の 感

度 を向上 させ る こ とが で きる こ とが示 され た。

符号の説明

W ウェハ

1 塗 布 、 現 像 装 置

2 加 熱 モ ジ ュール

2 5 熱 板

2 4 冷 却 プ レー 卜

3 4 赤 外 線 ラ ン プ

3 6 フ ィル タ

4 1 レジ ス 卜膜

5 1 露 光領 域

5 2 遮 光領 域



中間領域



請求の範囲

[ 請求項 1] 基板 に化学増幅型の レジス 卜を塗布する工程 と、

前記 レジス 卜を塗布する工程の後 に、前記基板上 に形成 された レジ

ス 卜膜 を露光 してパター ンの潜像 を形成する工程 と、

前記 レジス 卜膜 を露光する工程の後 に、前記 レジス 卜膜 に、第 1 の

加熱源か ら波長が 2 . 0 m 〜 6 . O m の赤外線 を選択的に照射す

る工程 と、

前記赤外線 を レジス 卜膜 に照射する工程の後 に、露光 によ り生 じた

レジス 卜膜 中の酸 を拡散 させ るために、前記第 1 の加熱源 とは異なる

第 2 の加熱源 によ り、前記基板 を加熱する工程 と、

前記基板 を加熱する工程の後 に、基板 に現像液 を供給 して前記 レジ

ス 卜膜 にパターンを形成する工程 と、

を備 えた ことを特徴 とする レジス 卜パターン形成方法。

[ 請求項2] 前記第 2 の加熱源 は、基板が載置 される加熱 プ レ一 卜であることを

特徴 とする請求項 1 記載の レジス 卜パターン形成方法。

[ 請求項3] 前記赤外線 を レジス 卜膜 に照射する工程 は、基板 を前記加熱 プ レー

卜に載置 して加熱 しなが ら行 うことを特徴 とする請求項 2 記載の レジ

ス 卜パター ン形成方法。

[ 請求項4] 前記赤外線 を レジス 卜膜 に照射する工程 は、基板 を前記加熱 プ レ一

卜に搬送するために移動する移動部 に載置 された基板 に対 して行われ

ることを特徴 とする請求項 2 記載の レジス 卜バタ一ン形成方法。

[ 請求項 5] 前記第 1 の加熱源 は、赤外線の照射部 と、前記照射部か ら基板へ向

か う赤外線の光路 に位置する赤外線のフィルタと、 によ り構成 され、

前記第 2 の加熱源 は、前記赤外線のフィルタが前記光路か ら外れた

位置 に移動 した状態 における前記赤外線の照射部 によ り構成 され、

前記光路 に対 して前記 フィルタを相対的に移動 させ ることによ り、

前記第 1 の加熱源 による赤外線の照射か ら前記第 2 の加熱源 による加

熱 に移行 させ る工程 を含む ことを特徴 とする請求項 1 記載の レジス 卜



パターン形成方法。

[ 請求項 6 ] 基板 に レジス 卜を塗布する工程 と、

前記 レジス 卜を塗布する工程の後 に、前記基板上 に形成 された レジ

ス ト膜 に、第 1 の加熱源か ら波長が 2 . 0 m 〜 6 . O m の赤外線

を選択的に照射するとともに、前記 レジス 卜膜 を乾燥 させ るために、

前記第 1 の加熱源 とは異なる第 2 の加熱源 によ り、前記赤外線が照射

されている基板 を加熱する工程 と、

前記基板 に赤外線 を照射するとともに前記赤外線が照射 されている

基板 を加熱する工程の後 に、前記基板上の レジス 卜膜 を露光 してバタ

—ンの潜像 を形成する工程 と、

前記 レジス 卜膜 を露光する工程の後 に、露光後の基板 を加熱するェ

程 と、

前記露光後の基板 を加熱する工程の後 に、基板 に現像液 を供給 して

前記 レジス 卜膜 にパターンを形成する工程 と、

を備 えた ことを特徴 とする レジス 卜パターン形成方法。

[ 請求項7] 前記第 2 の加熱源 は、基板が載置 される加熱 プ レ一 卜であることを

特徴 とする請求項 6 記載の レジス 卜パターン形成方法。

[ 請求項 8 ] 前記赤外線 を レジス 卜膜 に照射する工程 は、基板 を前記加熱 プ レー

卜に載置 して前記加熱 プ レー トによ り加熱 しなが ら行 うことを特徴 と

する請求項 7 記載の レジス 卜パターン形成方法。

[ 請求項 9] 前記赤外線 を レジス 卜膜 に照射する工程 は、基板 を前記加熱 プ レー

卜に搬送するために移動する移動部 に載置 された基板 に対 して行われ

ることを特徴 とする請求項 7 記載の レジス 卜バタ一ン形成方法。

[ 請求項 10] 基板 に化学増幅型の レジス 卜を塗布 して レジス 卜膜 を形成するため

の レジス 卜塗布 モジュール と、

露光 されてパターンの潜像が形成 された前記 レジス 卜膜 に、波長が

2 . 0 m 〜 6 . 0 m の赤外線 を選択的に照射する第 1 の加熱源 を

備 える赤外線照射モジユール と、



前記第 1 の加熱源 によ り赤外線が照射 された基板 を加熱 し、露光 に

よ り生 じた酸 を拡散 させ るための第 1 の加熱源 とは異なる第 2 の加熱

源 を備 えた露光後加熱 モジュール と、

前記露光後加熱 モジユール にて加熱 された基板 に現像液 を供給 して

前記 レジス 卜膜 にパターンを形成するための現像 モジュール と、

を備 えた ことを特徴 とする塗布、現像装置。

[ 請求項 11] 前記赤外線照射モジュール と露光後加熱 モジュール とは、共通のモ

ジュールであることを特徴 とする請求項 1 0 記載の塗布、現像装置。

[ 請求項 12 ] 基板 に レジス 卜を塗布 して レジス 卜膜 を形成するための レジス 卜塗

布 モジュール と、

基板の レジス 卜膜 に、波長が 2 . 0 m 〜 6 . 0 斗m の赤外線 を選

択的に照射する第 1 の加熱源 と、露光前の前記 レジス 卜膜 を乾燥 させ

るために前記赤外線が照射 されている基板 を加熱する、前記第 1 の加

熱源 とは異なる第 2 の加熱源 と、 を備 えた露光前加熱 モジュール と、

露光 して前記 レジス 卜膜 にパターンの潜像が形成 された基板 を加熱

する露光後加熱 モジュール と、

前記露光後加熱 モジユール にて加熱 された基板 に現像液 を供給 して

前記 レジス 卜膜 にパターンを形成する現像 モジュール と、

を備 えた ことを特徴 とする塗布、現像装置。

[ 請求項 13 ] レジス 卜パターンの形成方法 に用い られるプログラムを格納する記

憶媒体であ って、前記 プログラムは、請求項 1 の方法 を実行するよう

にステ ツプが組 まれていることを特徴 とする記憶媒体。
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